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主buyer in ordinary course of business」保護の規律とその変遷を分析・検討し、
それとの比較を通じて、日本法における流動財産譲渡担保の場合の「通常の営業の範
囲」の概念を考察するものである。 
 本論文の第一の意義は、従来の議論の欠落を埋める包括的な検討を行っていること
である。「通常の営業の範囲」の概念は、重要であるにもかかわらず、詳しい議論が
少ない。また、この種の担保を支える動産債権譲渡登記制度の立法に際して参照され
たUCCの規律についても、「通常の営業の過程における買主」の規律に焦点をあてて
検討を行うものがない。本論文は、UCCと日本法の間には、担保権者の保護、事業サ
イクルのスムーズな回転の保障及び処分の相手方となる第三者の安全の保護という3
つの視点での均衡を図るという基本的な枠組みにおいて共通性があることを確認し、
事業サイクルの回転を阻害する処分か否かで「通常の営業の範囲」の限界を画すこと
を提案する。流動債権譲渡担保については、取立授権を基礎としつつ、債権譲渡法制
における第三債務者保護の視点を加えて、設定者による「通常の営業の範囲」の取立
てを肯定する。 
 本論文の第二の意義は、UCCと日本法の相違にも配慮した検討を行っていることで
ある。担保権設定者からの直接の買主のみを保護する文言をめぐるUCC特有の議論、
転得者保護のための禁反言の法理、UCCの広範なプロシーズへの追及と差押要件で制
約される日本法の物上代位との対比及び後順位担保権設定の扱いは、このような例で
ある。本論文は、UCCに関して新たな知見を加え、また、いずれの問題においても、
制度の相違をふまえたうえで、基本的な視点の共通性を反映する解釈を提示する。 
 個々の問題についての本論文の解釈には異論や批判がありうるが、本論文は、制度
の構造の理解として説得力のある一つの見方を示すことに成功しており、この問題の
研究の進展に大きく寄与するものである。 
よって、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものと認められる。 
また、平成29年2月2日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結
果合格と認めた。 
